




⑦県内外から医療従事者を呼び込み、県内定着につなげるため、医療分野におけるさまざまな国際連携を

展開し、三重県の魅力向上を図っていく必要があります。 

⑧公立大学法人三重県立看護大学について、運営交付金を交付するなど必要な支援を行った結果、大学は

適切に運営されています。今後、第二期中期目標の達成に向けて法人が作成する中期計画の認可にあた

って、法人と十分な協議を行っていく必要があります。 

⑨ドクターヘリの出動回数が増加しており、救命率の向上等の効果があったと考えます（平成 26 年９月

末現在 171 回、前年同月累計比７回増）。一方、出動の増加に伴う重複要請に対応するため、他県との

相互応援による広域連携体制を構築する必要があります。また、救急患者搬送情報共有システム（ＭＩ

Ｅ－ＮＥＴ）については、中勢伊賀地域、伊勢志摩地域での試行に向けた準備を進めており、今後速や

かに開始する必要があります。 

⑩新規開業医等に対し、救急医療情報システムへの参加を働きかけた結果、時間外診療が可能な医療機関

が４機関増加しましたが、廃業により５機関減少しました（平成 26年９月末現在 609機関）。休日、夜

間に安心して受診できる体制を確保するため、救急医療情報システムへの参加を働きかけていく必要が

あります。また、救急医療に対する理解を深め、一人ひとりの受診行動等を変えるため、継続した啓発

活動を行う必要があります。 

⑪安心して産み育てる環境づくりについて、周産期母子医療センターのうち３病院の運営を支援するとと

もに、１病院の設備整備を支援しています。新生児の死亡率を低下させるためには、リスクの高い出産

を担う周産期母子医療センターに対し支援していく必要があります。また、「みえ子ども医療ダイヤル」

の相談時間を深夜帯まで延長して実施しており、相談件数が増加しています（平成 26 年９月末現在

4,164 件、前年同月累計比 995 件増）。深夜帯の相談件数が全体の 20％程度あることから、深夜帯への

対応を今後も引き続き実施していく必要があります。 

⑫多職種による在宅医療・介護の連携検討会等が始まっている市町もありますが、依然として多職種の連

携が図れていない市町があるなど、その取組にはばらつきがあります。また、医療介護総合確保推進法

が６月に成立したことを受け、地域包括ケアシステムの構築を見据え、各市町が迅速かつ的確に対応す

ることができるよう支援していく必要があります。 

⑬小児在宅医療について、国の小児等在宅医療連携拠点事業を受託し、モデル地区における連携体制の構

築に取り組んでいます。今後、モデル地区での取組を全県的な取組として展開していく必要があります。 

 ⑭地方独立行政法人三重県立総合医療センターについては、法人による自主的・自律的な経営のもと最新

鋭のＭＲＩ（磁気共鳴画像）装置の導入が進められるなど、診療機能の充実が図られつつあります。 

 ⑮医療安全支援センターにおいて、医療に関する患者・家族からの相談や苦情に応じることで、患者・家

族等と医療機関との信頼関係の構築を支援しています。 

 ⑯医療機関向けの病床機能報告制度の説明会を８月に開催しましたが、医療機関の混乱を避けるため、必

要な助言を行う必要があります。また、新たな財政支援制度にかかる都道府県計画の着実な推進を図る

必要があります。 

 ⑰三重県国民健康保険広域化等支援方針に沿って、国民健康保険の広域化に向けた保険財政共同安定化事

業の拡充を推進するとともに、医療費適正化を図るため、後発医薬品の差額通知について過半数の市町

で年内実施に向けての準備が進められています。残りの未実施の市町について、引き続き支援します。

また、国の国民健康保険の制度改革の動きを注視しながら、市町との適切な役割分担等のあり方につい

て、市町や関係機関と検討する必要があります。 

⑱県立こころの医療センターについては、外来診療や訪問看護等の地域生活支援の一層の充実に向けた取

組を進めるとともに、精神科救急患者の受入や認知症治療、アルコール依存症治療、早期介入・早期支

援などの政策的医療及び先進的医療等の提供に取り組んでいます。今後も、患者満足度の向上を図りな

がら充実した精神科医療を提供していく必要があります。 

 







②（一部新）医師等キャリア形成支援事業【基本事業名：12101 医療分野の人材確保】 

 予算額：(26)  ５３，０８９千円 → (27)  ７８，８４６千円 

 事業概要：医師の不足・偏在の解消を図るため、三重県地域医療支援センターにおける修学資金貸与

医師等の若手医師を対象とした後期臨床研修プログラムを運用するとともに、医療分野に

おける国際連携等に取り組みます。また、へき地等の地域医療の担い手を育成するため、

研修医、医学生等を対象に三重県地域医療研修センターにおいて実践的・特徴的な研修等

を実施します。 

 

③（一部新）看護職員確保対策事業【基本事業名：12101 医療分野の人材確保】 

  予算額：(26)  １７２，７５１千円 → (27)  ２５８，３６１千円 

    事業概要：多様な保育ニーズにも対応できる病院内保育所の設置に向けた支援の充実を図るとともに、

医療勤務環境改善支援センターにおける、医療機関のニーズに応じた相談、専門家派遣な

どの取組を通じて、看護職員をはじめとする医療従事者の離職防止、復職支援を図ります。

また、助産師の地域偏在の解消や助産実践能力の向上を図るため、助産師出向システムの

導入を進めます。 

 

④（一部新）ナースセンター事業【基本事業名：12101 医療分野の人材確保】 

   予算額：(26) ２５，１８８千円 → (27)  ３０，４０６千円 

   事業概要：未就業の看護職員に対して、無料就業斡旋等による再就業支援を行うとともに、看護の魅

力の普及啓発を通じ、医療機関等の看護職員不足の解消を図ります。また、免許保持者の

届出制度の導入にあわせて、離職者へアプローチしていく仕組みを構築します。 

 

⑤公立大学法人関係事業【基本事業名：12101 医療分野の人材確保】 

   予算額：(26) ７０９，０５５千円 → (27) ７８７，６３８千円 

   事業概要：公立大学法人三重県立看護大学がその運営を確実に実施するために必要な経費を交付しま

す。また、法人の業務の実績等に関する評価を行うため、附属機関として設置している「三

重県公立大学法人評価委員会」の運営を行います。 

 

⑥（一部新）救急医療体制再整備・医療情報提供充実事業【基本事業名：12102 救急・へき地等の医

療の確保】 

予算額：（26） ４８６，３５７千円 → （27） ５８３，２９４千円 

事業概要：地域における救急医療体制の維持・確保を図るため、市町や関係機関と連携して啓発活動

に取り組むとともに、救急医療情報システムによる初期救急医療情報の県民への提供、二

次救急医療機関等への支援、ドクターヘリの運航支援、「ＭＩＥ－ＮＥＴ」の運用支援等

を行います。 

 

⑦救急・へき地医療施設設備整備費補助金【基本事業名：12102 救急・へき地等の医療の確保】 

予算額：（26） ２，９４５，９１６千円 → （27） １，７８４，３５２千円 

事業概要：地域医療再生計画に基づき、地域医療体制を再構築するため、病院の再編統合に伴う新病

院の施設整備等の取組を支援します。 

 

 

 

 



⑧少子化対策周産期医療支援事業【基本事業名：12102 救急・へき地等の医療の確保】 

予算額：（26） ４２，６５９千円 → （27） ６３，７４５千円 

事業概要：安心して産み育てる環境づくりを進めるため、周産期母子医療センターの設備整備への支

援を行うとともに、産科オープンシステムの構築に取り組む周産期母子医療センターの取

組を支援します。 

 

⑨在宅医療推進事業【基本事業名：12102 救急・へき地等の医療の確保】 

  予算額：(26)  ４０，０４０千円 → (27)  ４０，５８８千円 

   事業概要：かかりつけ医の普及定着を図るため、地域住民とのタウンミーティングや、医師を対象と

した、かかりつけ医機能強化研修等を実施します。また、医療ソーシャルワーカー研修や、

県内外の事例を情報共有するため、多職種が一堂に会して行う報告会等を開催し、市町に

おける地域包括ケアシステムの構築を促進します。 

 

⑩ＮＩＣＵ等長期入院児在宅移行支援事業【基本事業名：12102 救急・へき地等の医療の確保】 

予算額：（26） ５２，９２１千円 → （27） ５２，９３８千円 

事業概要：安心して産み育てる環境づくりを進めるため、ＮＩＣＵ等への長期入院児の退院を促進す

る体制の運営への支援や、小児在宅医療を行うために必要となる体制整備、人材育成等の

取組を支援します。 

 

⑪地方独立行政法人三重県立総合医療センター関係事業【基本事業名：12102 救急・へき地等の医療の

確保】 

   予算額：(26)  １，７６８，１１３千円 → (27)  １，７０１，５０６千円 

   事業概要：地方独立行政法人三重県立総合医療センターの運営経費のうち、政策医療の提供に必要な

経費を交付します。 

また、法人の業務の実績等に関する評価を行うため、附属機関として設置している「地方

独立行政法人三重県立総合医療センター評価委員会」の運営を行います。 

 

⑫地方独立行政法人三重県立総合医療センター資金貸付費【基本事業名：12102 救急・へき地等の医療

の確保】 

   予算額：(26)  １，７１６，６９６千円 → (27)  １ ，７１４，１１８千円 

   事業概要：地方独立行政法人の長期借入金については、設立団体である県からの借入金に限られるた

め、県が企業債を発行し、その資金を地方独立行政法人三重県立総合医療センターに貸し

付けます。 

 

⑬（一部新）医療安全支援事業【基本事業名：12103 医療の質の向上】 

   予算額：(26) ４，４３５千円 → (27) ５，２３７千円 

   事業概要：医療相談の専門員を２名配置し、患者・家族等の苦情や相談に対応するとともに、医療安

全に関する講演会の開催等を行うことで、患者と医療機関との信頼関係構築を支援します。

また、院内感染対策向上のため、県内医療機関相互の地域支援ネットワークの構築を図り

ます。 

 

 

 

 



⑭（一部新）医療審議会費【基本事業名：12103 医療の質の向上】 

   予算額：(26) ６４６千円 → (27) ８，１５４千円 

   事業概要：地域医療構想（ビジョン）ガイドラインに基づき、関係者との協議を行い、ビジョンの策

定に着手します。また、医療・介護関係者で構成する「新たな財政支援制度」懇話会の意

見をふまえ、平成 27年度都道府県計画の策定を行います。 

 

⑮病院事業会計負担金・補助金・貸付金【基本事業名：12104 県立病院による良質で満足度の高い医療

サービスの提供】 

   予算額：(26)  ３，５０２，８２４千円 → (27) ３，４５４，９９６千円 

   事業概要：病院事業管理者に対して、政策医療を実施するために必要な経費を交付するとともに、安

定的、継続的な管理運営を図るため、業務の確実な実施や当面の経営基盤強化にかかる資

金の交付、貸付を行います。 

 

⑯国民健康保険調整交付金【基本事業名：12105 適正な医療保険制度の確保】 

   予算額：(26)  ８，３５５，３０２千円 → (27) ８，５５８，８７７千円 

   事業概要：市町の医療費水準や所得水準の違いによる国民健康保険財政の格差の是正のため、県調整

交付金を用いて財政調整を行います。 

 

 

 

⑰志摩病院管理運営事業【基本事業名：12104 県立病院による良質で満足度の高い医療サービスの提

供】 

予算額：（26）１，２４８，７６２千円 → （27）１，１００，８５５千円 

事業概要：県立志摩病院の指定管理者に対して、政策医療を実施するために必要な経費を交付すると

ともに、経営基盤の強化を図りつつ、安定的、継続的な病院運営を実施していくための資

金の交付、貸付を行います。 

 

 

病院事業庁 


